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(57)【要約】
【課題】現像剤の電気的搬送量を増大させてかぶりの生
じにくい高品質の画像を十分な印字濃度で形成すること
に貢献することのできる導電性ローラ、並びに、かぶり
の生じにくい高品質の画像を十分な印字濃度で形成する
ことのできる現像装置及び画像形成装置の提供。
【解決手段】軸体２の外周に形成された導電性弾性層３
を備えて成る導電性ローラ１Ａであって、外表面におけ
る現像剤搬送領域５が下記条件（１）及び（２）を満足
することを特徴とする導電性ローラ１Ａ、並びに、この
導電性ローラ１Ａを備えてなることを特徴とする現像装
置及び画像形成装置。
（１）現像剤搬送領域５の周方向における負荷長さ率ｔ
ｐ（２０％）が０．５～４．９％
（２）現像剤搬送領域５の周方向における負荷長さ率ｔ
ｐ（５０％）が２０～４０％
【選択図】　　　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　軸体の外周に形成された導電性弾性層を備えて成る導電性ローラであって、
　外表面における現像剤搬送領域が下記条件（１）及び（２）を満足することを特徴とす
る導電性ローラ。
（１）前記現像剤搬送領域の周方向における負荷長さ率ｔｐ（２０％）が０．５～４．９
（％）
（２）前記現像剤搬送領域の周方向における負荷長さ率ｔｐ（５０％）が２０～４０（％
）
【請求項２】
　前記導電性弾性層の外周に形成されたコート層を備えて成ることを特徴とする請求項１
に記載の導電性ローラ。
【請求項３】
　前記現像剤搬送領域は、下記条件（３）を満足することを特徴とする請求項１又は２に
記載の導電性ローラ。
（３）前記現像剤搬送領域の周方向における表面粗さＲｚ（μｍ）が２～８
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の導電性ローラを備えてなることを特徴とする現像
装置。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の導電性ローラを備えてなることを特徴とする画像
形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、導電性ローラ、現像装置及び画像形成装置に関し、さらに詳しくは、現像
剤の電気的搬送量を増大させてかぶりの生じにくい高品質の画像を十分な印字濃度で形成
することに貢献することのできる導電性ローラ、並びに、かぶりの生じにくい高品質の画
像を十分な印字濃度で形成することのできる現像装置及び画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　レーザープリンター、複写機、ビデオプリンター、ファクシミリ、これらの複合機等に
は、電子写真方式を利用した各種の画像形成装置が採用されている。このような画像形成
装置の現像方式は一成分非磁性現像剤を用いた現像方式が主流の一つである。この現像方
式は、一成分非磁性現像剤を現像ローラの表面に担持し、次いで現像ローラから感光ドラ
ム等の像担持体に供給して、静電潜像を顕在化する。この現像方式において、一成分非磁
性現像剤を像担持体に供給するためには、現像ローラの表面に担持される一成分非磁性現
像剤は荷電制御剤を用いた調節手段等によって適切な帯電量に帯電すると共に適切な層の
厚さを有していることが重要である。そして、一成分非磁性現像剤の帯電量及び像担持体
表面の層厚さを所望のように調整するには、現像剤の搬送力、帯電量の双方に影響を与え
る表面粗さが現像ローラの特性として着目されてきた。
【０００３】
　ところが、画像形成装置は年々高精細化されており、現像ローラを表面粗さで特定して
も画像形成装置の高精細化には十分に応えることができなくなってきている。
【０００４】
　画像形成装置の高精細化に応えることのできるローラとして、例えば、特許文献１には
、「導電性の軸体の周囲に半導電性の弾性体層を形成した高精細ローラであって、上記弾
性体層の表面の負荷長さ率をＴｐ（Ｃ）（Ｃ：切断レベル％）としたとき、５０＜Ｔｐ（
５０％）＜１００を満たすことを特徴とする高精細ローラ」が記載されている。
【０００５】
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　ところで、特許文献２には負荷長さ率ｔｐでローラ表面の凹凸部を特定した発明が記載
されているが、特許文献２の発明は「本発明に係る現像ローラでは、凸部の高さが比較的
均一になっており、これにより層形成ブレードによる応力が均一に分散され、凸部の摩耗
が緩和されてトナー搬送量の低下を抑制することができる」と記載されているように（０
０１８欄）、現像剤を現像ローラで物理的に搬送する際の凹凸部の特性に着目してなされ
たものである。特許文献２の発明は、具体的には「ローラ表面に凹凸部を有し、前記凹凸
部の、十点平均粗さＲｚが８～１６μｍ、負荷長さ率ｔｐ（２０％）が５％以上、負荷長
さ率ｔｐ（５０％）が５０％未満であることを特徴とする現像ローラ」である（請求項１
参照。）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００１－３１７５３９号公報
【特許文献２】特開２００８－１６４８１４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところが、現像剤を物理的に搬送する際の凹凸部の特性に着目してなされた特許文献２
の現像ローラは印字濃度についてはある程度満足できるが、現像剤の物理的な搬送にはあ
まり影響されない「かぶり」を十分に防止できないことがある。すなわち、この特許文献
２の現像ローラにおいて現像剤の物理的な搬送と電気的な搬送とを両立させることは過剰
な現像剤が担持体表面を被覆し、現像剤の帯電量が低くなる等の理由で不可能であると考
えられる。
【０００８】
　この発明は、現像剤の電気的搬送量を増大させてかぶりの生じにくい高品質の画像を十
分な印字濃度で形成することに貢献することのできる導電性ローラを提供することを、目
的とする。
【０００９】
　またこの発明は、かぶりの生じにくい高品質の画像を十分な印字濃度で形成することの
できる現像装置及び画像形成装置を提供することを、目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　前記課題を解決するための手段として、
請求項１は、軸体の外周に形成された導電性弾性層を備えて成る導電性ローラであって、
外表面における現像剤搬送領域が下記条件（１）及び（２）を満足することを特徴とする
導電性ローラであり、
請求項２は、前記導電性弾性層の外周に形成されたコート層を備えて成ることを特徴とす
る請求項１に記載の導電性ローラであり、
請求項３は、前記現像剤搬送領域は下記条件（３）を満足することを特徴とする請求項１
又は２に記載の導電性ローラであり、
請求項４は、請求項１～３のいずれか１項に記載の導電性ローラを備えてなることを特徴
とする現像装置であり、
請求項５は、請求項１～４のいずれか１項に記載の導電性ローラを備えてなることを特徴
とする画像形成装置である。
【００１１】
条件（１）：前記現像剤搬送領域の周方向における負荷長さ率ｔｐ（２０％）が０．５～
４．９（％）
条件（２）：前記現像剤搬送領域の周方向における負荷長さ率ｔｐ（５０％）が２０～４
０（％）
条件（３）：前記現像剤搬送領域の周方向における表面粗さＲｚ（μｍ）が２～８
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【発明の効果】
【００１２】
　この発明に係る導電性ローラは、その外表面における現像剤搬送領域が前記条件（１）
及び（２）を満足しているから、現像剤搬送領域の外表面が現像剤の物理的な搬送を大き
く犠牲にすることのない、現像剤の電気的な搬送に特に適した凹凸形状を有しており、搬
送可能な現像剤のうち物理的に搬送する現像剤よりも電気的に搬送する現像剤の割合が増
大する。その結果、この発明に係る導電性ローラは、現像剤の物理的搬送量よりも電気的
搬送量を増大させることができるから、像担持体等の被当接体に必要最低限の現像剤を物
理的及び電気的に搬送できるうえ、物理的な搬送量よりも電気的な搬送量が多くなり、か
つ、電気的に搬送される現像剤は所望の帯電量に帯電されることができ、形成される画像
の印字濃度を維持できるにもかかわらずかぶりが生じることを防止することができる。し
たがって、この発明によれば、現像剤の電気的搬送量を増大させてかぶりの生じにくい高
品質の画像を十分な印字濃度で形成することに貢献することのできる導電性ローラを提供
することができる。
【００１３】
　また、この発明に係る現像装置及び画像形成装置は、装着されたこの発明に係る導電性
ローラによって所望の帯電量に帯電された所望量の現像剤が被当接体に供給されるから、
かぶりの生じにくい画像を十分な印字濃度で形成することができる。したがって、この発
明によれば、かぶりの生じにくい高品質の画像を十分な印字濃度で形成することのできる
現像装置及び画像形成装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】図１は、この発明に係る導電性ローラにおける一実施例の導電性ローラを示す斜
視図である。
【図２】図２は、この発明に係る導電性ローラにおける別の一実施例の導電性ローラを示
す斜視図である。
【図３】図３は、この発明に係る現像装置及びこの発明に係る画像形成装置の一例を示す
概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　この発明に係る導電性ローラにおける一実施例の導電性ローラは、図１に示されるよう
に、軸体２と、軸体２の外周面に形成された導電性弾性層３と、導電性弾性層３の外周面
に形成されたコート層４とを備えて成る。
【００１６】
　導電性ローラ１Ａは、図１に示されるように、コート層４の外表面に現像剤搬送領域５
が画成されている。この現像剤搬送領域５は、導電性ローラ１Ａが画像形成装置に装着さ
れたときに現像剤を担持して搬送する領域であり、図１に示されるように、導電性ローラ
１Ａの軸線方向における略中央部に周方向に一巡するように形成されている。この現像剤
搬送領域５は現像剤を担持して搬送することができるように凹部と凸部とを有する凹凸形
状に形成されている。
【００１７】
　前記現像剤搬送領域５は、負荷長さ率ｔｐ（Ｃ％）（Ｃは切断レベル）に関する条件（
１）及び（２）を満足している。ここで、負荷長さ率ｔｐ（Ｃ％）（Ｃは切断レベル）は
、ＪＩＳ　Ｂ０６０１－１９９４に規定された「表面性状パラメータ」である。この負荷
長さ率は、特許文献１の００１１欄及び図１に記載されており、具体的には、現像剤搬送
領域５の表面粗さ曲線からある基準長さＬを抜き取り、その平均線に平行で、かつ最高山
頂から切断レベルＣだけ下方にある直線で切断される表面の切断部分の長さを全長Ｌに対
する百分率で表わしたものであり、この発明において、切断レベルＣは最高山頂を０％、
最低谷底を１００％としたときの百分率％で表わす％法に従う。
【００１８】
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　例えば、切断レベルＣが２０％における負荷長さ率ｔｐ（２０％）が小さいと、現像剤
搬送領域５の凹凸形状は「急峻な山」が比較的少なく「急峻な山」が存在していても２つ
の「急峻な山」の間隔が比較的大きな形状であるといえる。そうすると、小さな負荷長さ
率ｔｐ（２０％）を有する現像剤搬送領域５は現像剤を物理的に搬送する搬送量が小さい
と推測される。また、このように「急峻な山」が比較的少ないと、現像装置又は画像形成
装置に装着されて被当接体等が圧接していても前記凹凸形状が局所的に摩耗しにくく、全
体的に徐々に摩耗するから、現像剤搬送領域５は高い耐久性を発揮する。したがって、負
荷長さ率ｔｐ（２０％）が小さい凹凸形状の現像剤搬送領域５を有する導電性ローラ１Ａ
、並びに、この導電性ローラ１Ａを備えた現像装置及び画像形成装置は高い耐久性を発揮
できる。一方、切断レベルＣが５０％における負荷長さ率ｔｐ（５０％）が小さいと、現
像剤搬送領域５の凹凸形状は「大きな山」が比較的少なく「大きな山」が存在していても
２つの「大きな山」の間隔が比較的大きな形状であるといえる。そうすると、小さな負荷
長さ率ｔｐ（５０％）を有する現像剤搬送領域５は現像剤を物理的に搬送する搬送量が小
さいと推測される。
【００１９】
　前記条件（１）及び（２）に規定の負荷長さ率ｔｐ（２０％）及び負荷長さ率ｔｐ（５
０％）は、ＪＩＳ　Ｂ０６０１－１９９４に準拠して、現像剤搬送領域５における略中央
部及び両端部近傍の表面を、その周方向又は軸線方向に沿って、測定した値を算術平均し
て得られる値である。測定される現像剤搬送領域５は、導電性ローラ１Ａのままであって
もよく、導電性ローラ１Ａから切り出した試験片であってもよい。測定対象である現像剤
搬送領域５は導電性ローラ１Ａが未使用であるときの現像剤搬送領域５である。なお、こ
の発明において、測定対象は使用中又は使用後の導電性ローラ１Ａにおける現像剤搬送領
域５であってもよい。具体的な測定条件は、触針先端半径が２．５μｍ、測定長さが２．
４ｍｍ、カットオフ波長が０．８ｍｍ、カットオフ種別がガウシアン、測定速度が０．１
５ｍｍ／ｓ及び負荷曲線算出方法が評価長さ法である。
【００２０】
　前記現像剤搬送領域５は条件（１）を満足している。すなわち、現像剤搬送領域５はそ
の周方向における負荷長さ率ｔｐ（２０％）が０．５～４．９％を満たしている。現像剤
搬送領域５の前記負荷長さ率ｔｐ（２０％）が０．５％未満であると、物理的に搬送され
る現像剤の搬送量が少なくなりすぎて形成される画像の印字濃度が小さくなることがある
。一方、現像剤搬送領域５の前記負荷長さ率ｔｐ（２０％）が４．９％を超えると、物理
的に搬送される現像剤の搬送量が多くなって形成される画像の印字濃度は高くなることが
あるものの現像剤を十分に帯電させることができないから画像にかぶりが発生することが
ある。また、現像剤搬送領域５の前記負荷長さ率ｔｐ（２０％）が４．９％を超えると、
現像剤搬送領域５の凹凸形状が被当接体によって摩耗しやすく使用中に特性変化が大きく
なって耐久性に劣ることがある。形成される画像の印字濃度及びかぶり防止効果により優
れると共に高い耐久性を発揮する点で、前記負荷長さ率ｔｐ（２０％）は、１．０～４．
０％であるのが好ましく、２．０～３．０％であるのが特に好ましい。このように、現像
剤搬送領域５が条件（１）を満足していると、現像剤の電気的搬送量を増大させてかぶり
の生じにくい高品質の画像を十分な印字濃度で長期間にわたって形成することに貢献する
ことのできる導電性ローラを提供するという目的、並びに、かぶりの生じにくい高品質の
画像を十分な印字濃度で長期間にわたって形成することのできる現像装置及び画像形成装
置を提供するという目的を達成することができる。
【００２１】
　負荷長さ率ｔｐ（２０％）を調整する方法としては、例えば、コート層４に含有される
フィラーの含有率を調整する方法等が挙げられ、具体的には、フィラーの含有率を多くす
ると負荷長さ率ｔｐ（２０％）が大きくなる。この発明において、負荷長さ率ｔｐ（２０
％）を０．５～４．９％の範囲内に調整する方法には、例えば、コート層４の質量１００
質量％に対するフィラーの含有率を１０～３５質量％に調整する方法等が挙げられる。
【００２２】
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　また、この現像剤搬送領域５は条件（２）を満足している。すなわち、現像剤搬送領域
５はその周方向における負荷長さ率ｔｐ（５０％）が２０～４０％を満たしている。現像
剤搬送領域５の前記負荷長さ率ｔｐ（５０％）が２０％未満であると、物理的に搬送され
る現像剤の搬送量が多くなって形成される画像の印字濃度は高くなることがあるものの、
現像剤の帯電量が不足して形成される画像にかぶりが発生することがある。一方、現像剤
搬送領域５の前記負荷長さ率ｔｐ（５０％）が４０％を超えると、物理的に搬送される現
像剤の搬送量が少なくなりすぎて形成される画像の印字濃度が小さくなることがある。形
成される画像の印字濃度及びかぶり防止効果により優れる点で負荷長さ率ｔｐ（５０％）
は２５～３５％であるのが好ましい。
【００２３】
　負荷長さ率ｔｐ（５０％）を調整する方法としては、例えば、コート層４に含有される
フィラーの含有率を調整する方法等が挙げられ、具体的には、フィラーの含有率を多くす
ると負荷長さ率ｔｐ（５０％）は通常大きくなる。この発明において、負荷長さ率ｔｐ（
５０％）を２０～４０％の範囲内に調整する方法には、例えば、コート層４の質量１００
質量％に対するフィラーの含有率を１０～３５質量％に調整する方法等が挙げられる。
【００２４】
　このように、前記現像剤搬送領域５が条件（１）及び条件（２）を共に満たしていると
、現像剤搬送領域５の外表面が現像剤の電気的な搬送に特に適した凹凸形状になり、搬送
可能な現像剤のうち物理的に搬送する現像剤よりも電気的に搬送する現像剤の割合が増大
して、物理的に搬送される現像剤を必要以上に像担持体等の被当接体に供給することなく
、所望の帯電量に帯電された所望量の現像剤を電気的に供給することができる。したがっ
て、条件（１）及び条件（２）を共に満たしていると、互いに相反関係にある現像剤の物
理的搬送と電気的搬送とを高い水準で両立させることができ、形成される画像の十分な印
字濃度を確保しつつかぶりが生じることを防止することができる。また、現像剤搬送領域
５が条件（１）及び条件（２）を共に満たしていると、現像剤の電気的搬送量を増大させ
てかぶりの生じにくい高品質の画像を十分な印字濃度で長期間にわたって形成することに
貢献することのできる導電性ローラを提供するという目的、並びに、かぶりの生じにくい
高品質の画像を十分な印字濃度で長期間にわたって形成することのできる現像装置及び画
像形成装置を提供するという目的を達成することができる。
【００２５】
　前記現像剤搬送領域５は次の条件（５）を満足しているのが好ましい。すなわち、現像
剤搬送領域５はその軸線方向における負荷長さ率ｔｐ（２０％）が０．５～４．９％を満
たしている。現像剤搬送領域５の前記負荷長さ率ｔｐ（２０％）が前記範囲内にあると、
現像剤の電気的搬送量を増大させることができ、形成される画像の印字濃度及びかぶり防
止効果により一層優れる。条件（５）の負荷長さ率ｔｐ（２０％）を調整する方法は基本
的には条件（１）の負荷長さ率ｔｐ（２０％）と同様であり、具体的に、条件（５）負荷
長さ率ｔｐ（２０％）を０．５～４．９％の範囲内に調整には、例えば、コート層４の質
量１００質量％に対するフィラーの含有率を１０～３５質量％に調整する方法等が挙げら
れる。
【００２６】
　前記現像剤搬送領域５は次の条件（６）を満足しているのが好ましい。すなわち、現像
剤搬送領域５はその軸線方向における負荷長さ率ｔｐ（５０％）が２０～４０を満たして
いる。現像剤搬送領域５の前記負荷長さ率ｔｐ（５０％）が前記範囲内にあると、適正な
現像剤搬送量となり、現像剤への帯電量が得られる為で、形成される画像の印字濃度及び
かぶり防止効果により一層優れる。条件（６）の負荷長さ率ｔｐ（５０％）を調整する方
法は基本的には条件（２）の負荷長さ率ｔｐ（５０％）と同様であり、具体的に、条件（
６）負荷長さ率ｔｐ（２０％）を２０～４０％の範囲内に調整には、例えば、コート層４
の質量１００質量％に対するフィラーの含有率を１０～３５質量％に調整する方法等が挙
げられる。
【００２７】
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　前記現像剤搬送領域５は条件（３）を満足しているのが好ましい。すなわち、現像剤搬
送領域５はその周方向における表面粗さＲｚ（μｍ）が２～８を満たしているのが好まし
い。現像剤搬送領域５の前記表面粗さＲｚ（μｍ）が前記範囲内にあると、物理的に搬送
される現像剤の搬送量を過剰にすることなく、所望量の現像剤を物理的に搬送及び担持す
ることができる。この効果に優れる点でこの表面粗さＲｚは、３～７μｍであるのがより
好ましく、４～６μｍであるのが特に好ましい。この条件（３）である表面粗さＲｚ（μ
ｍ）を２～８の範囲内に調整する方法として、例えば、コート層４の厚さを５～２５μｍ
に調整する方法が挙げられる。
【００２８】
　前記現像剤搬送領域５は、物理的に搬送される現像剤の搬送量を過剰にすることなく、
所望量の現像剤を物理的に搬送及び担持することができる点で、その軸線方向における表
面粗さＲｚ（μｍ）が２～８である（条件（７））のが好ましく、３～７μｍであるのが
より好ましく、４～６μｍであるのが特に好ましい。この条件（７）である表面粗さＲｚ
（μｍ）を２～８の範囲内に調整する方法として、例えば、コート層４の厚さを５～２５
μｍに調整する方法が挙げられる。
【００２９】
　条件（３）及び（７）の表面粗さＲｚはそれぞれ同様にして測定することができ、具体
的には、ＪＩＳ　Ｂ　０６０１―１９８４（十点平均粗さ）に準じ、先端半径２μｍの測
定プローブを備えた表面粗さ計（商品名「ＳＵＲＦＣＯＭ　４００Ｄ」、株式会社東京精
密製）に、導電性ローラ１Ａをセットし、測定長２．４ｍｍ、カットオフ波長０．８ｍｍ
、カットオフ種別ガウシアンにより、現像剤搬送領域５における略中央部及び両端部近傍
の表面を、その周方向又は軸線方向に沿って、少なくとも３点における表面粗さ測定し、
これらの算術平均値とする。
【００３０】
　前記現像剤搬送領域５は条件（４）を満足しているのが好ましい。すなわち、現像剤搬
送領域５は、その電気抵抗（温度２０℃、相対湿度５０％）が１×１０４～１×１０９Ω
であるのが好ましい。前記現像剤搬送領域５の電気抵抗が前記範囲内にあると、より安定
した帯電特性が得られる。この条件（４）である電気抵抗を１×１０4～１×１０9Ωの範
囲内に調整する方法は、例えば、コート層４の質量１００質量％に対する導電性付与剤の
含有率を１～１５質量％に調整する方法が挙げられる。この電気抵抗（温度２０℃、相対
湿度５０％）は、例えば、電気抵抗計（商品名：ＵＬＴＲＡ　ＨＩＧＨ　ＲＥＳＩＳＴＡ
ＮＣＥ　ＭＥＴＥＲ　Ｒ８３４０Ａ、株式会社アドバンテスト製）を用い、前記導電性ロ
ーラ１Ａを水平に置き、５ｍｍの厚さ、３０ｍｍの幅、及び、前記導電性ローラ１Ａ全体
を載せることのできる長さを有する金メッキ製板を電極とし、５００ｇの荷重を前記導電
性ローラ１Ａにおける軸体２の両端それぞれに支持させた状態（合計荷重１０００ｇ）に
して、軸体２と電極との間にＤＣ１００Ｖを印加し、１秒後の電気抵抗計の値を読み取っ
て、この値を電気抵抗値とする方法に準拠して、測定することができる。
【００３１】
　前記現像剤搬送領域５は、現像剤に、１０～７０μＣ／ｇの帯電量又は－７０～－１０
μＣ／ｇの帯電量を付与することができるのが好ましい。前記現像剤搬送領域５が前記範
囲の帯電量を現像剤に付与することができると、負荷長さ率ｔｐ（２０％）及び負荷長さ
率ｔｐ（５０％）における電気的な現像剤の搬送量を最適化することができ、この発明の
目的をより一層高い水準で達成することができる。前記帯電量は、前記効果にさらに優れ
る点で、２０～６０μＣ／ｇ又は－６０～－２０μＣ／ｇであるのがより好ましく、３０
～５０μＣ／ｇ又は－５０～－３０μＣ／ｇであるのが特に好ましい。現像剤の帯電量は
、２０℃、相対湿度５０％の環境下において、導電性ローラ１Ａを画像形成装置（沖デー
タ株式会社製、商品名「ＭＩＣＲＯＬＩＮＥ　１０３２ＰＳ」、解像度１２００ｄｐｉ相
当）に装着して、黒ベタ印字を５枚行った後、黒べた印字を強制的に停止させて、導電性
ローラ１Ａを画像形成装置から取り出し、導電性ローラ１Ａの表面に付着した現像剤を、
断面積０．２５ｃｍ２の吸引口を有する吸引式小型帯電量測定装置、例えば、商品名「２
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１０ＨＳ　ｑ／Ｍ　ＭＥＴＥＲ」（トレックジャパン株式会社製）によって、測定するこ
とができる。この帯電量を前記範囲内に調整する方法は、例えば、コート層４の質量１０
０質量％に対する導電性付与剤の含有率を１～１５質量％に調整する方法が挙げられる。
【００３２】
　導電性ローラ１Ａを構成する軸体２は、図１に示されるように、良好な導電特性を有し
ていればよく、通常、鉄、アルミニウム、ステンレス鋼、真鍮等で構成された所謂「芯金
」と称される軸体とされる。また、軸体２は、熱可塑性樹脂若しくは熱硬化性樹脂等の絶
縁性芯体にメッキを施して導電化した軸体であってもよく、さらには、熱可塑性樹脂若し
くは熱硬化性樹脂等に導電性付与剤としてカーボンブラック又は金属粉体等を配合した導
電性樹脂で形成された軸体であってもよい。軸体２は、装着される画像形成装置に応じて
、適宜の直径及び軸線方向の長さに調整される。例えば、小型軽量化及び／又は高速化さ
れた画像形成装置等に装着される場合には、軸体２はその直径が小さくされ、例えば、４
～１０ｍｍの直径に調整されるのがよい。
【００３３】
　導電性ローラ１Ａを構成する導電性弾性層３は、図１に示されるように、軸体２の外周
面で後述するゴム組成物を硬化してなる。この導電性弾性層３は弾性を有している。例え
ば、この導電性弾性層３は１０～９０のＪＩＳ　Ａ硬度を有しているのが好ましい。導電
性弾性層３が１０～９０のＪＩＳ　Ａ硬度を有していると、導電性ローラ１Ａを所謂「接
触型画像形成装置」に装着したときに、導電性ローラ１Ａと像担持体等の被当接体との大
きなニップ幅を確保することができる。特に、導電性ローラ１Ａを現像剤担持体例えば現
像ローラとして装着すると、導電性ローラ１Ａと像担持体との大きなニップ幅を確保して
、現像剤を効率的に帯電搬送して現像効率を向上させることができる。導電性弾性層３の
ＪＩＳ　Ａ硬度はＪＩＳ　Ｋ６２５３に準拠して測定することができる。
【００３４】
　導電性弾性層３は導電性を有している。具体的には、導電性弾性層３は１×１０１～１
×１０５Ωの電気抵抗を有しているのが好ましい。導電性弾性層３が前記範囲の電気抵抗
を有していると、導電性ローラ１Ａとしたときの帯電特性に優れ、前記負荷長さ率ｔｐ（
２０％）及び負荷長さ率ｔｐ（５０％）における電気的な現像剤の搬送量を最適化するこ
とができ、この発明の目的をより一層高い水準で達成することができる。
【００３５】
　導電性弾性層３の厚さは、１ｍｍ以上であるのが好ましく、５ｍｍ以上であるのがより
好ましい。一方、導電性弾性層３の厚さの上限は導電性弾性層３の外径精度を損なわない
限り特に制限されないが、一般に、導電性弾性層３の厚さを厚くしすぎると、導電性弾性
層３の作製コストが上昇するから、実用的な作製コストを考慮して、導電性弾性層３の厚
さは３０ｍｍ以下であるのが好ましく、２０ｍｍ以下であるのがより好ましい。特に、小
型軽量化及び／又は高速化された画像形成装置等に装着される場合には、導電性弾性層３
は、例えば、３～６ｍｍの厚さに調整されるのがよい。
【００３６】
　導電性弾性層３を形成するゴム組成物は、ゴムと、導電性付与剤と、所望により各種添
加剤とを含有する。前記ゴムは、特に限定されず、例えば、シリコーン若しくはシリコー
ン変性ゴム、ニトリルゴム、エチレンプロピレンゴム（エチレンプロピレンジエンゴムを
含む。）、スチレンブタジエンゴム、ブタジエンゴム、イソプレンゴム、天然ゴム、アク
リルゴム、クロロプレンゴム、ブチルゴム、エピクロルヒドリンゴム、ウレタンゴム、フ
ッ素ゴム等のゴムが挙げられるが、シリコーン若しくはシリコーン変性ゴムが、耐熱性及
び帯電特性等に優れる点で、また、ウレタンゴムが引張強さ及び耐摩耗性に優れる点で、
好ましい。これらのゴムは、液状タイプであっても、ミラブルタイプであってもよく、導
電性弾性層３の成形方法、導電性弾性層３に要求される特性等に応じて、適宜選択するこ
とができる。
【００３７】
　前記導電性付与剤は、導電性を有していれば特に限定されず、例えば、導電性粉末、イ
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オン導電性物質等が挙げられる。導電性付与剤は１種単独で又は２種以上を組み合わせて
導電性弾性層３としたときに所望の体積抵抗率となるように適宜の含有量で添加される。
例えば、ゴム組成物における導電性付与剤の含有量は前記ゴム１００質量部に対して２～
８０質量部とすることができる。前記各種添加剤としては、例えば、鎖延長剤及び架橋剤
等の助剤、触媒、分散剤、発泡剤、老化防止剤、酸化防止剤、充填材、顔料、着色剤、加
工助剤、軟化剤、可塑剤、乳化剤、耐熱性向上剤、難燃性向上剤、受酸剤、熱伝導性向上
剤、離型剤、溶剤等が挙げられる。これらの各種添加剤は、通常用いられる添加剤であっ
てもよく、用途に応じて特別に用いられる添加剤であってもよい。
【００３８】
　好ましく使用されるゴム組成物として、例えば、特開２００８－０５８６２２号公報に
記載の「付加硬化型ミラブル導電性シリコーンゴム組成物」、例えば、特開２００８－０
５８６２２号公報に記載の「付加硬化型液状導電性シリコーンゴム組成物」等が好適に挙
げられる。
【００３９】
　導電性ローラ１Ａを構成するコート層４は、図１に示されるように、導電性弾性層３の
外周面に後述する樹脂組成物を硬化してなる。コート層４が形成されていると、現像剤を
所望のように担持搬送すると共に像担持体に供給することができ、その結果、この導電性
ローラ１Ａを備えた画像形成装置が画像の品質を長期間にわたって維持することに貢献す
ることができる。
【００４０】
　コート層４は、前記したように、その外表面の少なくとも略中央部に現像剤搬送領域５
が画成されている。コート層４の現像剤搬送領域５は条件（１）及び（２）を満足する凹
凸形状をしており、例えば、後述する真球状シリカ等のフィラーを有している。このフィ
ラーの粒子径は、１～１５μｍであるのが好ましく、１～１３μｍであるのが特に好まし
い。フィラーの粒子径は走査型電子顕微鏡（１０００倍）の測定条件で測定したときの値
である。フィラーの含有率はコート層４の質量を１００質量％としたときに１０～３５質
量％であるのが好ましく、２０～３０質量％であるのが特に好ましい。
【００４１】
　コート層４は、通常、５～２５μｍの層厚を有しているのが好ましく、１０～２０μｍ
の層厚を有しているのがより好ましい。コート層４の厚さは、現像剤搬送領域５の凹凸形
状、すなわち、周方向の表面粗さＲｚ（μｍ）（条件（３））及び軸線方向の表面粗さＲ
ｚ（μｍ）（条件（７））の値を調整することができる。
【００４２】
　コート層４は、導電性ローラ１Ａが所望の導電性を有していれば導電性を有していても
有していなくてもよいが、通常、導電性を有している。コート層４の導電性は、例えば、
後述する樹脂組成物における導電性付与剤の含有量によって調整することができる。
【００４３】
　コート層４を形成する樹脂組成物は、ウレタン樹脂、フッ素樹脂、アクリル樹脂、シリ
コーン樹脂、シリコーン－ウレタン樹脂、アクリル－ウレタン樹脂、ポリアミド樹脂、ア
ルキッド樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂及びこれらの混合物等の樹脂を含有する樹
脂組成物が挙げられる。これらの樹脂組成物には、通常、前記樹脂を架橋させる架橋剤、
例えば、イソシアネート化合物、メラミン化合物、エポキシ化合物、過酸化物、フェノー
ル化合物、ハイドロジエンシロキサン化合物等が含有される。
【００４４】
　コート層４を形成する樹脂組成物はウレタン樹脂と所望により導電性付与剤と所望によ
り各種添加剤とを含有するウレタン樹脂組成物であるのが好ましい。ウレタン樹脂組成物
に所望により含有される導電性付与剤は導電性弾性層３を形成するゴム組成物で説明した
導電性付与剤と基本的に同様である。
【００４５】
　ウレタン樹脂組成物に含有されるウレタン樹脂は、ポリオールとポリイソシアネートと
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を反応して得られるウレタン樹脂であってもよく、ウレタン樹脂を形成することができる
ウレタン樹脂調製成分であってもよい。ウレタン樹脂調製成分は、例えば、ポリオールと
ポリイソシアネートとの混合物、及び、ポリオールとポリイソシアネートとを反応して得
られるプレポリマーからなる群より選択される少なくとも１種の成分が挙げられる。
【００４６】
　ポリオールとポリイソシアネートとの混合物におけるポリオールはウレタン樹脂の調製
に通常使用される各種のポリオールであればよいが、ポリエーテルポリオール及びポリエ
ステルポリオールから選択された少なくとも１種のポリオールであるのが、コート層４の
耐摩耗性、電気安定性及び耐水性等に優れる点で、好ましい。前記ポリエーテルポリオー
ルとしては、例えば、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリプロピ
レングリコール－エチレングリコール等のポリアルキレングリコール、ポリテトラメチレ
ンエーテルグリコール、テトラヒドロフランとアルキレンオキサイドとの共重合ポリオー
ル、及び、これらの各種変性体又はこれらの混合物等が挙げられる。前記ポリエステルポ
リオールとしては、例えば、アジピン酸等のジカルボン酸とエチレングリコール等のポリ
オールとの縮合により得られる縮合系ポエステルポリオール、ラクトン系ポリエステルポ
リオール、ポリカーボネートポリオール、及び、これらの混合物等が挙げられる。前記ポ
リエーテルポリオール及びポリエステルポリオールは１種単独でも２種以上を組み合わせ
て使用してもよく、また、ポリエーテルポリオールとポリエステルポリオールとを組み合
わせて使用してもよい。前記ポリオールは熱的安定性に優れる点でポリエステルポリオー
ルが好ましい。前記ポリオールは後述するポリイソシアネート等との相溶性に優れる点で
１０００～８０００の数平均分子量を有するのが好ましく、１０００～５０００の数平均
分子量を有するのがさらに好ましい。数平均分子量はゲルパーミエーションクロマトグラ
フィー（ＧＰＣ）による標準ポリスチレンに換算したときの分子量である。
【００４７】
　ポリオールとポリイソシアネートとの混合物におけるポリイソシアネートはウレタン樹
脂の調製に通常使用される各種のポリイソシアネートであればよく、例えば、脂肪族ポリ
イソシアネート、芳香族ポリイソシアネート等が挙げられる。ポリイソシアネートは、貯
蔵安定性に優れ、反応速度を制御しやすい点で、芳香族ポリイソシアネートであるのが好
ましい。芳香族ポリイソシアネートとしては、例えば、キシリレンジイシシアネート（Ｘ
ＤＩ）、ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）、トルエンジイソシアネート（Ｔ
ＤＩ）、ナフタレンジイソシアネート（ＮＤＩ）、パラフェニレンジイソシアネート（Ｐ
ＤＩ）、トリジンジイソシアネート（ＴＯＤＩ）等が挙げられる。脂肪族ポリイソシアネ
ートとしては、例えば、ヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）、イソホロンジイソ
シアネート（ＩＰＤＩ）、ノルボルナンジイソシアネートメチル、トランスシクロヘキサ
ン－１，４－ジイソシアネート、水添ＭＤＩ、等が挙げられる。
【００４８】
　ポリイソシアネートとして、これらのポリイソシアネートの他にブロック剤でイソシア
ネート基がブロックされたブロックポリイソシアネートが好適に使用される。ブロックポ
リイソシアネートは、常温での安定性が高く、加熱によってブロック剤が遊離してイソシ
アネート基が再生するため取り扱いが容易である等の利点を有する。特に、湿度の高い夏
場でも安定して反応し、さらにはアミノ基等の反応性の高い活性基を有する試薬とも併用
することができるという利点を有する。前記ブロック剤としては、例えば、ε－カプロラ
クタム類、メチルエチルケトオキシム類、３，５－ジメチルピラゾール類、アルコール類
及びフェノール類等が挙げられる。また、ブロック剤として、イソシアネート類も挙げら
れ、この場合には、ブロックポリイソシアネートは、ポリイソシアネートダイマー（ポリ
ウレトジオン）となる。ブロック剤は、前記のいずれをも用いることができるが、溶剤と
の相溶性に優れる点で、ε－カプロラクタム類及びメチルエチルケトオキシム類が好適で
ある。
【００４９】
　ポリイソシアネートは、５００～２０００の分子量を有するのが好ましく、７００～１
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５００の分子量を有するのがさらに好ましい。
【００５０】
　ポリオールとポリイソシアネートとの混合物における混合割合は、特に限定されないが
、通常、ポリオールに含まれる水酸基（ＯＨ）と、ポリイソシアネートに含まれるイソシ
アネート基（ＮＣＯ、ブッロクポリイソシアネートの場合は遊離し得るイソシアネート基
）とのモル比（ＮＣＯ／ＯＨ）が０．７～１．１５であるのが、得られるウレタン樹脂に
おける所望の架橋度等を実現することができる点で、好ましい。このモル比（ＮＣＯ／Ｏ
Ｈ）はウレタン樹脂の加水分解を防止することができる点で０．８５～１．１０であるの
がより好ましい。
【００５１】
　ポリオールとポリイソシアネートとの混合物がウレタン樹脂調製成分としてウレタン樹
脂組成物に含有される場合には、ポリオール及びポリイソシアネートに加えて、ポリオー
ルとポリイソシアネートとの反応に通常使用される助剤、例えば、鎖延長剤、架橋剤等を
含有してもよい。鎖延長剤、架橋剤としては、例えば、グリコール類、ヘキサントリオー
ル、トリメチロールプロパン及びアミン類等が挙げられる。
【００５２】
　ウレタン樹脂調製成分としてのプレポリマー及びウレタン樹脂は、前記ポリオールと前
記ポリイソシアネートとを反応して得られるプレポリマー及びウレタン樹脂であればよく
、それらの分子量等も特に限定されない。プレポリマー及びウレタン樹脂は、所望により
前記助剤等の存在下、ワンショット法又はプレポリマー法等によって、ポリオールとポリ
イソシアネートとを反応して、得られる。
【００５３】
　ウレタン樹脂調製成分は、ポリオールとポリイソシアネートとの混合物であるのが好ま
しく、特に、ポリエーテルポリオール及びポリエステルポリオールから選択された少なく
とも１種のポリオールとポリイソシアネートとの混合物であるのが特に好ましい。すなわ
ち、ウレタン樹脂組成物は、ポリエーテルポリオール及びポリエステルポリオールから選
択された少なくとも１種のポリオールと、ポリイソシアネートとの混合物を含有するのが
特に好ましい。
【００５４】
　このウレタン樹脂組成物に所望により含有される各種添加剤としては、ウレタン樹脂組
成物に配合される各種添加剤が挙げられ、例えば、前記鎖延長剤及び前記架橋剤等の助剤
、分散剤、発泡剤、老化防止剤、酸化防止剤、充填材、顔料、着色剤、加工助剤、軟化剤
、可塑剤、乳化剤、耐熱性向上剤、難燃性向上剤、受酸剤、熱伝導性向上剤、離型剤、溶
剤等が挙げられる。これらの各種添加剤は、通常用いられる添加剤であってもよく用途に
応じて特別に用いられる添加剤であってもよい。
【００５５】
　前記樹脂組成物に所望により含有される充填剤（フィラーとも称する。）としては、例
えば、真球状シリカ、粉砕シリカ、シリコーンレジン、架橋ポリメタクリル酸メチル、架
橋ポリメタクリル酸ブチル、架橋ポリアクリル酸エステル、架橋アクリル粒子等が挙げら
れる。これらのフィラーは、その含有率によって現像剤搬送領域５の凹凸形状すなわち負
荷長さ率ｔｐ（２０％）及び負荷長さ率ｔｐ（５０％）等の値を適宜調整することができ
る。フィラーの粒子径は前記した通りであり、フィラーの含有率は、コート層４における
含有率が前記範囲内となるように調整され、例えば、ウレタン樹脂組成物の全質量に対し
て５～３５質量％である。
【００５６】
　前記ウレタン樹脂組成物は、二本ローラ、三本ローラ、ロールミル、バンバリーミキサ
、ドウミキサ（ニーダー）等のゴム混練り機等を用いて、ウレタン樹脂、所望により充填
剤、所望により導電性付与剤及び所望により各種添加剤等が均一に混合されるまで、例え
ば、数分から数時間、好ましくは５分～１時間、常温又は加熱下で混練して、得られる。
【００５７】
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　前記ウレタン樹脂組成物は、導電性弾性層３の外周面に容易に形成することができる点
で、例えば、２５℃において、５～５００Ｐａ・ｓの粘度を有しているのがよく、５～２
００Ｐａ・ｓの粘度を有しているのが特によい。ウレタン樹脂組成物の粘度は、通常、そ
れらに含まれる各成分の種類及び／又は配合量によって調整することができる。また、必
要により、溶剤等により、粘度を調整することもできる。
【００５８】
　この発明に係る導電性ローラにおける別の一実施例の導電性ローラは、図２に示される
ように、軸体２と、軸体２の外周面に形成された導電性弾性層３とを備えて成る。この導
電性ローラ１Ｂは、図２に示されるように、導電性弾性層３の外表面にコート層を備えず
、導電性弾性層３の外表面に現像剤搬送領域６が画成されていること以外は導電性ローラ
１Ａと基本的に同様である。すなわち、導電性ローラ１Ｂは少なくとも条件（１）及び（
２）を満足し、好ましくは条件（１）～（７）を満足している。
【００５９】
　この発明に係る導電性ローラの製造方法を、導電性ローラ１Ａを例にして、説明する。
まず、定法に従って前記材料から軸体２を作製し、所望によりその外周面にプライマー等
が塗布される。次いで、軸体２の外周面に前記ゴム組成物を公知の成形方法によって加熱
硬化して、導電性弾性層３が形成される。成形方法としては、例えば、押出成形による連
続加硫、プレス、インジェクションによる型成形等、特に制限されない。このようにして
形成された導電性弾性層３は、所望によりその表面が研磨、研削されて、外径及び表面状
態等が調整される。所望により導電性弾性層３の外周面にプライマー等が塗布される。
【００６０】
　このようにして形成された導電性弾性層３に前記ウレタン樹脂組成物が塗工され、次い
で、塗工されたウレタン樹脂組成物を加熱硬化させて、コート層４が形成される。ウレタ
ン樹脂組成物の塗工は、例えば、導電性弾性層３の外表面に、ディッピング法、スプレー
コーティング法等の公知の塗工方法によって、行われる。このようにして塗工されたウレ
タン樹脂組成物を加熱硬化する方法はウレタン樹脂組成物の硬化に必要な熱を加えられる
方法であればよく、例えば、ウレタン樹脂組成物が塗工された導電性弾性層３等を加熱器
で加熱する方法等が挙げられる。ウレタン樹脂組成物を加熱硬化させる際の加熱温度は、
例えば、１２０～１８０℃、特に１５０～１６０℃、加熱時間は２０～８０分間、特に３
０～４０分間であるのが好ましい。このようにしてウレタン樹脂組成物を硬化するとウレ
タン樹脂組成物には所望により前記フィラーが含有されているから、硬化したコート層４
にも前記フィラーが含有され、その結果、含有されるフィラーの粒子径及び含有量によっ
て現像剤搬送領域５の負荷長さ率ｔｐを適宜に調整することができる。また、フィラーの
有無にかかわらず、硬化したコート層４に、研磨処理、表面粗さ処理例えばブラスト処理
等を施して、現像剤搬送領域５の負荷長さ率ｔｐを調整することもできる。
【００６１】
　このようにして、少なくとも軸線方向の略中央部に現像剤搬送領域５を有するコート層
４を導電性弾性層３の外周面に形成して導電性ローラ１Ａを製造することができる。コー
ト層４にフィラーを含有させると、軸線方向における一方の端部から他方の端部まで現像
剤搬送領域５と同様の特性を有するコート層４を導電性弾性層３の外周面に形成して導電
性ローラ１Ａを製造することができる
【００６２】
　なお、導電性ローラ１Ｂはコート層４を備えていないから、例えば、導電性弾性層３を
形成する前記ゴム組成物にコート層４に含有される前記フィラーを含有させて、及び／又
は、導電性弾性層３に前記研磨処理、表面粗さ処理等を施して、現像剤搬送領域６の負荷
長さ率ｔｐを調整することにより、導電性ローラ１Ｂを製造することができる。
【００６３】
　この発明に係る導電性ローラは、前記特性を有しているから、現像剤の物理的搬送と電
気的搬送とを高い水準で両立させることができ、現像剤を担持搬送する現像ローラ及び現
像剤搬送ローラとして特に好適である。
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【００６４】
　この発明に係る現像装置は、この発明に係る導電性ローラを備え、例えば、図３に示さ
れる画像形成装置に装備されている。この発明に係る現像装置の一実施例である現像装置
を、画像形成装置（以下、この発明に係る画像形成装置と称することがある。）の一例と
共に説明する。
【００６５】
　この画像形成装置１０は、図３に示されるように、静電潜像が形成される回転可能な像
担持体１１例えば感光体（感光ドラムとも称される。）と、像担持体１１に当接若しくは
圧接して又は所定の間隔を置いて設けられ、像担持体１１を帯電させる帯電手段１２例え
ば帯電ローラと、像担持体１１の上方に設けられ、像担持体１１に静電潜像を形成する露
光手段１３と、像担持体１１に当接若しくは圧接して又は所定の間隔を置いて設けられ、
像担持体１１に一定の層厚で現像剤２２を供給し、静電潜像を現像する現像手段（現像装
置とも称する。）２０と、像担持体１１の下方に圧接するように設けられ、現像された静
電潜像を像担持体１１から記録体１６例えば記録紙上に転写する転写手段１４例えば転写
ローラと、記録体１６の搬送方向の下流に設けられ、記録体１６に転写された現像剤２２
を定着させる定着手段１５例えば定着器と、記録体１６に転写されず像担持体１１に残留
した現像剤２２及び／又は像担持体１１に付着したゴミ等を除去するクリーニング手段１
７とを備えている。定着手段１５は搬送されてくる記録体１６を挟持するように対向配置
された定着ローラ１５ａと加圧ローラ１５ｂとを備えている。
【００６６】
　現像手段２０は、一成分非磁性の現像剤２２を収容する筐体２１と、像担持体１１に近
接して配置されると共に筐体２１に収容された現像剤２２を像担持体１１に供給する現像
剤担持体２４例えば現像ローラと、この現像剤担持体２４の表面に一定の厚さで現像剤２
２が保持されるように現像剤２２の厚みを調整する弾性材製の現像剤量調節手段２５例え
ばブレードと、この現像剤量調節手段２５を筐体２１に取り付ける取り付け手段２６と、
筐体２１に収容された現像剤２２を攪拌する撹拌手段２３とを備えて成る。画像形成装置
１０においてこの発明に係る導電性ローラは現像剤担持体２４として装着されている。
【００６７】
　この画像形成装置１０は次のようにして記録体１６に画像を形成する。すなわち、露光
手段１３により像担持体１１の表面に静電潜像が形成され、現像剤担持体２４により供給
された現像剤２２で静電潜像が現像される。そして、記録体１６が転写手段１４と像担持
体１１との間を通過する際に静電潜像が記録体１６の表面に転写される。その後、記録体
１６は定着手段１５に到り、定着ローラ１５ａと加圧ローラ１５ｂとの間を通過する際に
現像剤２２が記録体１６に定着されて画像が形成される。
【００６８】
　このような画像形成装置１０において、高品質の画像を形成するには現像剤担持体２４
はその表面に電気的及び物理的に付着した現像剤２２を均一に像担持体１１に供給するこ
とができなければならない。この画像形成装置１０は、この発明に係る導電性ローラ、例
えば、導電性ローラ１Ａ又は１Ｂが現像剤担持体２４として装着されているから、装着さ
れたこの発明に係る導電性ローラ及びこの導電性ローラを有するこの発明に係る現像手段
２０によって所望の帯電量に帯電された所望量の現像剤２２を像担持体１１に供給するこ
とができ、その結果、かぶりの生じにくい画像を十分な印字濃度で記録体１６に形成する
ことができる。
【００６９】
　この画像形成装置１０は、電子写真方式の画像形成装置とされているが、この発明にお
いて、画像形成装置は、電子写真方式には限定されず、例えば、静電方式の画像形成装置
であってもよい。また、この発明に係る導電性ローラが配設される画像形成装置は、単一
の現像ユニットを備えたモノクロ画像形成装置例えば画像形成装置１０に限られず、各色
の現像ユニットを備えた複数の像担持体を転写搬送ベルト上に直列に配置したタンデム型
カラー画像形成装置、像担持体上に担持された現像剤像を無端ベルトに順次一次転写を繰
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り返す４サイクル型カラー画像形成装置等であってもよい。また、画像形成装置１０に用
いられる現像剤２２は一成分非磁性現像剤とされているが、この発明においては一成分磁
性現像剤であってもよく二成分非磁性現像剤であっても、また二成分磁性現像剤であって
もよい。
【実施例】
【００７０】
（実施例１）
　無電解ニッケルメッキ処理が施された軸体２（ＳＵＭ２２製、直径１０ｍｍ、長さ２８
１．５ｍｍ）をトルエンで洗浄し、その表面にシリコーン系プライマー（商品名「プライ
マーＮｏ．１６」、信越化学工業株式会社製）を塗布した。プライマー処理した軸体２を
、ギヤオーブンを用いて、１５０℃の温度にて１０分焼成処理した後、常温にて３０分以
上冷却し、軸体２の表面にプライマー層を形成した。
【００７１】
　次いで、両末端がジメチルビニルシロキシ基で封鎖されたジメチルポリシロキサン（Ａ
）（重合度３００）１００質量部、ＢＥＴ比表面積が１１０ｍ２／ｇである疎水化処理さ
れたヒュームドシリカ（日本アエロジル株式会社製、Ｒ－９７２）１質量部、平均粒径６
μｍ、嵩密度が０．２５ｇ／ｃｍ３である珪藻土（Ｃ）（オプライトＷ－３００５Ｓ、北
秋珪藻土株式会社製）４０質量部、及び、アセチレンブラック（Ｄ）（デンカブラックＨ
Ｓ－１００、電気化学工業株式会社製）５質量部をプラネタリーミキサーに入れ、３０分
撹拌した後、３本ロールに１回通した。これを再度プラネタリーミキサーに戻し、架橋剤
として、両末端及び側鎖にＳｉ－Ｈ基を有するメチルハイドロジェンポリシロキサン（Ｂ
）（重合度１７、Ｓｉ－Ｈ量０．００６０ｍｏｌ／ｇ）２．１質量部、反応制御剤として
、エチニルシクロヘキサノール０．１質量部、及び、白金触媒（Ｅ）（Ｐｔ濃度１％）０
．１部を添加し、１５分撹拌して混練して、付加硬化型液状導電性シリコーンゴム組成物
を調製した。調製した付加硬化型液状導電性シリコーンゴム組成物を液体射出成形により
軸体２の外周面に成形した。この成形体を研磨して外径１７．６ｍｍの導電性弾性層３を
形成した。
【００７２】
　次いで、下記成分をプラネーダリミキサーで混合してコーティング剤としてのウレタン
樹脂組成物を調製した。
・イソシアネート（ＭＤＩ系、商品名「コロネート－ＨＸ」、日本ポリウレタン工業株式
会社製）１８質量部
・ポリオール（商品名「ＯＮ－Ｆ４０」、日本ポリウレタン工業株式会社製）１００質量
部（モル比（ＮＣＯ／ＯＨ＝０．９）
・導電性付与剤（商品名「トーカブラック＃５５００」、東海カーボン株式会社製）７質
量部
・フィラー（シリカ、商品名「ＳＰ－１Ｂ」、扶桑化学工業株式会社製、粒子径１μｍ）
４５質量部
・酢酸エチル７５質量部
【００７３】
　軸体２の外周面に形成された導電性弾性層３の外周面にウレタン樹脂組成物をスプレー
法によって一回塗布し、１５０℃で３０分間加熱して層厚１０μｍのコート層４を形成し
た。このようにして実施例１の導電性ローラを製造した。この導電性ローラのコート層４
における導電性付与剤及びフィラーの含有率を第１表に示す。これらの含有率は前記ウレ
タン樹脂組成物におけるイソシアネート、ポリオール、導電性付与剤及びフィラーの合計
質量（１７０質量部）を１００質量％としたときの含有率とほぼ一致していた。
【００７４】
（実施例２）
　前記ウレタン樹脂組成物における前記導電性付与剤の含有量を３質量部に変更したこと
以外は実施例１と同様にして実施例２の導電性ローラを製造した。
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（実施例３）
　前記ウレタン樹脂組成物における前記導電性付与剤の含有量を１１質量部に変更したこ
と以外は実施例１と同様にして実施例３の導電性ローラを製造した。
【００７５】
（実施例４）
　前記ウレタン樹脂組成物における前記フィラーの含有量を１５質量部に変更したこと以
外は実施例１と同様にして実施例４の導電性ローラを製造した。
（実施例５）
　前記ウレタン樹脂組成物における前記フィラーの含有量を６５質量部に変更したこと以
外は実施例１と同様にして実施例５の導電性ローラを製造した。
（実施例６）
　前記膜厚を３０μｍに変更したこと以外は実施例１と同様にして実施例６の導電性ロー
ラを製造した。
【００７６】
（比較例１）
　前記ウレタン樹脂組成物における前記フィラーの含有量を１０質量部に変更し、かつ前
記コート剤の膜厚を２０μｍに変更したこと以外は実施例１と同様にして比較例１の導電
性ローラを製造した。
（比較例２）
　前記ウレタン樹脂組成物における前記フィラーの含有量を７０質量部に変更し、かつ前
記コート剤の膜厚を２０μｍに変更したこと以外は実施例１と同様にして比較例２の導電
性ローラを製造した。
（比較例３）
　前記ウレタン樹脂組成物における前記フィラーに代えて粒子径３．５μｍのシリカ（商
品名「ＨＰＳ－３５００」、東亜合成株式会社製）を用い、前記ウレタン樹脂組成物にお
けるその含有量を１０質量部に変更したこと以外は実施例１と同様にして比較例３の導電
性ローラを製造した。
（比較例４）
　前記ウレタン樹脂組成物における前記フィラーの含有量を７０質量部に変更したこと以
外は実施例１と同様にして比較例４の導電性ローラを製造した。
【００７７】
（表面特性等の測定）
　このようにして製造した実施例１～６及び比較例１～４の各導電性ローラにおける、条
件（１）：周方向のｔｐ（２０％）、条件（２）：周方向のｔｐ（５０％）、条件（５）
：軸線方向のｔｐ（２０％）、条件（６）：軸線方向のｔｐ（５０％）、条件（３）：周
方向のＲｚ、条件（７）：軸線方向のＲｚ、条件（４）：電気抵抗、及び、帯電量を前記
方法に従って測定した結果を第１表に示す。
【００７８】
（かぶり試験）
　次いで、各導電性ローラそれぞれを１本準備し、図３に示される画像形成装置とほぼ同
じ構成を有する市販の画像形成装置（商品名「ＣＯＲＥＦＩＤＯ　Ｂ４３０ｄｎ」、沖デ
ータ株式会社製）に現像剤担持体２４として装着した。なお、現像剤２２及び現像剤量調
節手段２５はこの画像形成装置に付属の現像剤及び現像剤量調節手段を用いた。
【００７９】
　導電性ローラを装着した前記画像形成装置内の環境を温度１０℃、相対湿度１５％に調
整して、しばらく静置した。その後、この環境を維持したままモノクロ画像（Ａ４：具体
的な画像は黒ベタ）を連続して印刷した。印刷されたモノクロ画像を１０００枚毎にモノ
クロ画像中の画像未形成部分に現像剤が付着しているか否かを目視にて確認した。前記画
像未形成部分に付着した現像剤が確認できた印刷枚数でかぶりを評価した。評価は、現像
剤の付着が確認できた印刷枚数が１万枚以上であった場合を「◎」、前記印刷枚数が７千
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枚以上１万枚未満であった場合を「○」、前記印刷枚数が５千枚以上７千枚未満であった
場合を「△」、前記印刷枚数が５千枚未満であった場合を「×」とした。その結果を第１
表に示す。
【００８０】
（印字濃度試験）
　製造した各導電性ローラを現像ローラとして電子写真式プリンター（沖データ株式会社
製、商品名：「ＭＩＣＲＯＬＩＮＥ　１０３２ＰＳ」、解像度１２００ｄｐｉ相当）にお
いて印字試験を行い、印字濃度を測定し、評価した。印字濃度の評価は以下のとおりであ
る。すなわち、前記電子写真式プリンターを、温度２０℃、相対湿度５０％の環境下で稼
動させて６，０００枚の印字を行った。その後、黒ベタ－網点－５％デューティー－白地
印字を２回繰り返し、印字した黒ベタ印字部のＸ－Ｒｉｔｅ濃度を、Ｘ－Ｒｉｔｅマクベ
ス濃度計を用いて測定した。黒ベタ印字部のマクベス濃度が１．３０以上１．３５以下で
あった場合を「◎」、１．２５以上１．３０未満であった場合を「○」、１．２０以上１
．２５未満であった場合を「△」、１．２０未満であった場合を印字不良と判断し「×」
とした。これらの結果を表１に示す。
【００８１】
【表１】

【符号の説明】
【００８２】
１Ａ、１Ｂ　導電性ローラ
２　軸体
３　弾性層
４　コート層
５、６　現像剤搬送領域
１０　画像形成装置
１１　像担持体
１２　帯電手段
１３　露光手段
１４　転写手段
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１５　定着手段
１５ａ　定着ローラ
１５ｂ　加圧ローラ
１６　記録体
１７　クリーニング手段
２０　現像手段（現像装置）
２１　筐体
２２　現像剤
２３　撹拌手段
２４　現像剤担持体
２５　現像剤量調節手段
２６　取り付け手段

【図１】

【図２】

【図３】
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